
公共事業労務費調査等
近畿地方連絡協議会

公共事業労務費調査（10月調査）説明資料

建設業の現状及び
公共事業労務費調査の概要について



公共事業労務費調査等
近畿地方連絡協議会建設投資、許可業者数及び就業者数の推移 近畿地方整備局
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公共事業労務費調査等
近畿地方連絡協議会

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値）

建設業就業者の現状
近畿地方整備局
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公共事業労務費調査等
近畿地方連絡協議会
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建設業男性生産労働者

建設業男性全労働者

製造業男性生産労働者

製造業男性全労働者

全産業男性労働者

4,831.7

5,540.2

建設業男性全労働者等の年間賃金総支給額の推移

参考：
（資料） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）
※ 年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額

建設業男性
全労働者

建設業男性
生産労働者

2012年 2017年 上昇率
3915.7 千円 4,449.9 千円 13.6%
4831.7 千円 5,540.2 千円 14.7%
4478.6 千円 4,703.3 千円 5.0%
5391.1 千円 5,527.2 千円 2.5%
5296.8 千円 5,517.4 千円 4.2%全産業男性労働者

建設業男性生産労働者

建設業男性全労働者

製造業男性生産労働者

製造業男性全労働者

（千円）

近畿地方整備局
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公共事業労務費調査等
近畿地方連絡協議会実労働時間及び出勤日数の推移（建設業と他産業の比較）

出典︓ 厚⽣労働省「毎⽉勤労統計調査」年度報より国⼟交通省作成 4



公共事業労務費調査等
近畿地方連絡協議会建設業における技術者の休日の状況

〇技術者・技能者ともに４週８休（週休２日）の確保できていない場合が多い。

近畿地方整備局
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出典：国土交通省「令和６年度適正な工期設定による働き方改革の推進に関する調査」



公共事業労務費調査等
近畿地方連絡協議会社会保険加入状況調査結果について

出典︓記者発表資料 公共事業労務費調査（令和７年10⽉）

近畿地方整備局
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社会保険加入状況の推移（地方別、元請・下請次数別）
公共事業労務費調査等

近畿地方連絡協議会
近畿地方整備局
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公共事業労務費調査等
近畿地方連絡協議会令和８年3月1日から適用する公共工事設計労務単価について

平成３１年は３月１日から新しい公共工事設計労務単価を適用する。

注）伸び率は単純平均による

近畿地方整備局
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公共事業労務費調査等
近畿地方連絡協議会公共事業労務費調査の概要
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公共事業労務費調査等
近畿地方連絡協議会

○対象工事の受注者に通知
・監督職員から受注者（元請け）に労務費
調査対象になった旨と調査方式（書面・オ
ンライン）を通知

○受注者、下請会社が電話・メー
ル・面談にて調査票を審査

・調査票提出後に、順次審査を開始。（会
場調査希望の場合は、業者ごと時間割を
指定）
・調査票記載内容と賃金台帳、就業規則、
振込明細等との照合・確認

調査対象業者への通知
（9月）

受注者及び下請会社に
おいて調査票の記入

（10月）

調査票の審査（11月）

公共工事設計労務単価
の決定・公表（１月～３月）

集
計

説明会の実施（10月）

○各府県毎に、調査対象者向け
説明会の実施

・調査票対象者（元請け、下請会社）を対
象に開催し、調査法記入方法等を説明

○受注者及び下請会社において
調査票に記入

・工事積算に使用する５１職種の10月賃金
が調査対象
・現場代理人等の技術者、経理事務員等
は対象外
・少数標本職種は９月分の賃金も対象

③就業規則に定める所定労働時間が法定の週40時間以内
であることの確認ができない。

①調査票への記入事項の根拠となる資料がない。
例）作業日報（調査月分）、出勤簿等（調査月分）、銀行の振込領収書、等

②賃金台帳に賃金の受領を証明する押印（または本人のサ
イン）がない。

以下の理由で調査票が無効となります！

提出された調査票デー
タは信頼性の確認を行い、
翌年度の公共工事設計
労務単価に反映させてい
ます。

信頼性が確認できない
データについては棄却さ
れ無効標本となります。

公共事業労務費調査スケジュール 調査を行う上での注意！！

○就業規則に定める所定労働時間が、週40時間以内として
ください。

○就業規則や労働条件通知書を作成し、労働基準監督署
へ届け出を行う。現行の労働基準法に準拠していない場
合は、更新作業を行ってください。

○賃金台帳を正しく整備し、押印（または本人のサイン記入）
してください。

調査票記入時及び審査時でのお願い

調査票が無効にならないよう
に・・・
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府県別有効調査標本率(R8.2)(％)

全国平均83.8%

近畿の有効率
が低い！
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公共事業労務費調査スケジュール・調査注意事項


